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非正規雇用の
現状と課題



○ 就業者のうち正規雇用者・自営業者等の割合は低下傾向にあり、パート、派遣、契約社員等
の割合は上昇傾向にある。

就業者の内訳と推移
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＇資料出所（1999年までは「労働力調査＇特別調査（」＇2月調査（、2004年から2008年までは「労働力調査＇詳細集計（」＇年平均（、2009年は直近の四半期数値による。
注（「自営業者等」とは就業者から正規雇用者、パート・派遣・契約社員等を除いたもの。
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非正規雇用者の内訳と推移

○ 近年、特に派遣社員、契約社員・嘱託等の増加により、非正規雇用者数は増加傾向にある。
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＇資料出所（2000年までは「労働力調査＇特別調査（」＇2月調査（、2005年からは「労働力調査＇詳細集計（」＇年平均（による。
注（2005年以降の「契約社員・嘱託」と「その他」については，2000年以前の分類は，「嘱託・その他」。
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＇資料出所（総務省「就業構造基本調査」
注（ 「常雇」とは1年超の雇用契約で雇われている者、又は期間の定めのない雇用契約で雇われている者。

雇用構造の変化

○ 正規社員の割合が減少し非正規社員の割合が増加しており、特に常雇の非正規社員の割合が大きく
増加している。
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男女別・年齢別の雇用形態別割合

＇資料出所（総務省「労働力調査＇詳細集計（」＇2008（

＜2008年＞
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男女計 男性 女性

55～64歳

65歳以上

全年齢
＇在学中除く（

15～24歳

 ＇うち在学中を除く（

25～34歳

35～44歳

45～54歳

○ 男性は８４．８％が正社員。女性は４９．１％が正社員、３４．８％がパート。



年齢階級別パート、派遣、契約社員等の雇用比率

○ パート、派遣、契約社員等の雇用の動きを年齢別にみると、特に若年者＇20～24歳、25～29歳（でパート、派遣、
契約社員等の比率の伸びが大きい。

＇資料出所（ 総務省統計局「就業構造基本調査」
＇注（１ 「パート、派遣、契約社員等」は、「パート・アルバイト」「労働者派遣事務所の派遣社員」「契約社員・嘱託」「その他」の合計。

２ パート、派遣、契約社員等の雇用比率は、雇用者に占めるパート、派遣、契約社員等の雇用者の割合。在学者を除く。
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産業別非正規労働者割合の推移

○ 建設業を除く各産業で、非正規労働者の割合は上昇傾向にある。

＇資料出所（総務省「就業構造基本調査」
注（2002年の産業分類の改訂により、1997年以前と2002年以降は単純に比較できないことに留意。
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(資料出所)内閣府「年次経済財政報告」＇2009（、総務省「就業構造基本統計調査」＇2002，2007（
注（雇用者数は「会社などの役員を除く雇用者」ベース。

産業別・雇用形態別雇用者数の動向

○ 製造業では正社員が減尐し、派遣社員が増加している。また、医療・福祉は全ての雇用形態で増加している。

雇用形態別にみた雇用者数の増減＇2002年から2007年（


